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抄録

　介護保険制度がスタートしてから今年度で１０年目を迎えた．この間財政規模も要介護認定者数も大幅に増加し，各サー

ビスは国民に普及してきている．一方，近年介護従事者の賃金水準が低く離職率が高く定着が進まないなど介護を支える

人材確保が困難な状況が続いており，２１年度介護報酬改定では介護従事者の処遇改善に資する内容とすることが必要とさ

れた．すなわち，夜勤体制など負担の大きな業務への評価や介護福祉士等有資格者に着目した評価などを盛り込んだとこ

ろである．もとより介護報酬はサービスの対価として事業所に支払われるものであり，報酬を上げたからといって介護従

事者の賃金が一律に上がるものではないが，本改定と併せて，雇用改善に取り組む事業所への助成や改定の事後検証事業

の的確な実施等総合的な取り組みにより，処遇改善を促進していく．

　今後，介護保険サービス，医療保険サービス，さらに介護保険外サービスが重層的に組み合わせて提供される地域包括

ケアに向けての体制作りが必要であり，①地域の実情に応じた各サービスの計画的整備や多様な住まいの確保，②介護従

事者の処遇改善と安定的な確保，③専門職種間の連携と役割分担の見直し，④地域における地域包括支援センターを中核

としたネットワークの構築，⑤サービスの質の評価の検討など多角的な検討を進めていかなければならないものと考えて

いる．
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Abstract

　Ten years have passed since the start of the long-term care insurance system. The scale of financing has increased greatly 
and long-term care services have been extended to include the general population. Recently, difficulties in recruiting and 
retaining the care work force and the problems of low wages and high turnover rates of direct care workers have become 
serious policy issues. The main purpose of the revision of the long-term care rate in FY2009 was to improve wages and other 
working conditions of care workers, and included an appraisal of jobs with heavy workloads and of quality care done by 
qualified workers. The increase of the long-term care rate does not always “trickle down” to worker wages. A variety of new 
measures are needed to improve the wages and working conditions of care workers, including accountability mechanisms and 
other strategies such as public financial support for service providers who are improving working conditions.
　With regard to the development of long-tem care policies, it is necessary to enhance community comprehensive care 
systems which appropriately coordinate services covered by long-term care insurance, services covered by health insurance 
and other services necessary for supporting the daily lives of the elderly. To facilitate community comprehensive care, those 
measures which must be implemented in the future are; 1）appropriate service planning in each local communities along with 
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Ⅰ．介護保険制度の創設

　高齢化の進展に伴う要介護高齢者の増加や，核家族化の

進行など要介護者を支えてきた家族をめぐる状況の変化に

対応するため，社会全体で高齢者介護を支える仕組みとし

て，２０００（平成１２）年４月に介護保険制度が創設され，今

年度で１０年目を迎えた．介護保険制度については，高齢者

の尊厳を保持し，高齢者の自立を支援することを理念とし，

利用者の選択により，多様な主体から介護サービスを総合

的に受けられること等を基本理念としている．介護保険制

度の創設以来，介護サービスの提供基盤は急速に整備され

てきており，また，在宅サービスを中心に，介護サービス

の利用者数も２０００年の約１４９万人から２００８年の約３７１万人へ

と急速に増加するなど，介護保険サービスが国民の老後の

安心を支えるものとして普及してきている．

Ⅱ．高齢化の進行と持続可能な制度の構築に向け
　　た取組み
　

　サービス利用の大幅な伸びにより，費用も急速に増大し

ている．介護保険の総費用は，年々増加し，平成１２年度の

約３.６兆円からへ平成２０年度予算の約７.７兆円と２倍以上に
増加している．介護保険制度では，保険者である市町村に

おいて３年を一期とする介護保険事業計画を策定し，施

設・在宅サービスの必要量や整備目標を設定のうえ，これ

に見合う保険料を条例で定めることとなっている．介護保

険の財政規模が増大するにしたがい，全国平均の保険料で

みても，第一期で２,９１１円，第二期で３,２９３円，第三期で
４,０９０円と増加している．この四月からスタートした第四
期（平成２１年度～２３年度）では４,１６０円となっている．今
期，介護報酬プラス改定が実施されたにもかかわらず，増

加率が低く抑えられた要因としては，介護給付費準備基金

の取り崩しとプラス改定に伴う上昇抑制のための特例交付

金があげられる点は留意が必要である．

　また，被保険者数や要介護者数の推移でみると，６５歳以

上の第一号被保険者数では，平成１２年度２,１６５万人から平
成２０年４月で２,７５７万人と増加し，要介護高齢者も２１８万人
から約４５５万人へと急増している．要介護認定者数の伸び

は全体では約２倍（１０９％の伸び）となっているが，要介

藤原朋子

expanding the supply of appropriate housing including care, 2）securing a sustainable care work force improved working 
conditions, 3）effective collaboration among care professionals by revising their roles and tasks, 4）developing local care 
networks with a core of community comprehensive support centers, and 5）developing the outcome measurement of the 
quality of care which is provided.
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護１以下の軽度者では，１３３％と大きな伸びを見せている．

　今後，団塊の世代が高齢者になることもあり，更なる少

子高齢社会を迎え，６５歳以上人口は２００７年の約２,７００万人
から２０２５年には約３,６００万人に増加し，要介護高齢者も現
在の約４５０万人から２０２５年には約７８０万人に増加すると推計

されている．

　こうした高齢化は，特に今後首都圏を中心とする都市部

で顕著になることが予想される．また，平成１５年の推計で

は，２００２年に認知症高齢者数約１５０万人が２０２５年には３２３万

人と推計されている．さらには高齢者世帯のうち，単独世

帯や夫婦のみ世帯が増加しており，こうした世帯構造の変

化に加えて地域コミュニティの弱体化も介護ニーズへの増

図３
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大要因としてあげられる．

　今後の介護保険を取り巻く課題として，①サービスの質

的量的拡充に加えて，②介護サービスのみならず，要介護

にならないための予防施策がますます重要になり，②介

護・医療双方のニーズの増大に伴い，医療と介護の切れ目

ないサービスの提供が求められること，さらに③認知症ケ

アの標準化・普及，④都市部を中心とした多様な住まいの

確保，⑤質の高いサービスを安定的に提供できるための介

護従事者の処遇改善と人材確保などに総合的に取り組むこ

とが不可欠である．こうした高齢者を取り巻く課題に取り

組みながら，できる限り住み慣れた地域で自立した生活を

送ることができるよう，介護保険制度の持続可能性を確保

するとともに，介護保険制度の機能強化が求められている．

Ⅲ．介護保険法平成１７年改正の趣旨と概要

　２００５（平成１７）年には介護保険法を改正し，介護予防の

推進や地域包括ケア体制の構築等の取組みを進めることと

した．

　図４にあるように，軽度者の増加を踏まえ新予防給付及

び地域支援事業を創設するとともに，在宅支援の強化や認

知症対応強化として，小規模多機能型サービスなど地域密

着型サービスの創設，地域包括支援センターの創設が図ら

れたところである．
　

Ⅳ．介護従事者を巡る現状と平成２１年度介護報酬
　　改定の概要
　

（１）介護従事者を巡る現状

　さて，介護サービスを支える介護従事者については，近

年２４時間体制での勤務条件に比して賃金水準が低く，離職

率が高く定着がなかなか進まないなど人材確保が困難な状

況が続いている．

　平成１８年には介護職員は約１２０万人と制度発足後倍以上

に増えている．賃金水準は，他産業と比べると，勤続年数

や平均年齢等の違いがあり単純な比較はできないものの，

図５のとおり低い水準にある．実際，有効求人倍率は本年

２月２.０７と昨年秋の世界的な経済危機以降若干低下してい
るとはいえ，以前高い状況が続いており，人材不足感は解

消されていない．一方，離職率も全産業平均が１５.４％であ
るのに対して，介護分野は２１.６％と高いのが現状であり定
着が進まない現状を反映している．

（２）平成２１年度介護報酬改定検討の経緯

　こうした介護人材不足，処遇改善の必要性の認識から，

昨年の国会で「介護従事者等の人材確保のための介護従事

者等の処遇改善に関する法律」が成立した．また，昨年５

月の介護保険法の一部改正の附帯決議において「次期介護

報酬改定に当たっては，介護従事者等の処遇改善に資する

ための措置を講ずること．」とされ，具体的には地域差の

実態を踏まえた見直しとともに，介護福祉士等の専門性を

重視し有資格者の評価のあり方について検討を行うよう決

議された．

　平成２１年度の介護報酬改定については，上記のように，

介護従事者の処遇改善に資するものとすることが求められ

ていたところ，昨年９月より，社会保障審議会介護給付費

分科会で議論がスタートした．そして１０月３０日には政府・

与党において２０年度補正予算「生活対策」として「平成２１

藤原朋子
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年度の介護報酬改定（プラス３.０％）により介護従事者の
処遇改善を図る」ことが決定された．審議会での審議中に

改定率が先行して決定されるという異例のスケジュールと

なったが，３％改定を前提として，どのように処遇改善に

資する改定内容としていくかが重要な論点となった．

（３）平成２１年度介護報酬改定の概要

　昨年１２月２６日には，介護報酬改定の諮問答申が行われた．

その全容は図６に示したとおりである．

　改定の大きな柱は１．介護従事者の人材確保・処遇改善

である．これ以外に２．医療との連携や認知症ケアの充実，

３．効率的なサービスの提供や新たなサービスの提供で構

成される．

①　介護従事者の人材確保・処遇改善

　介護従事者の人材確保・処遇改善は，３つの視点から

改定を行った．

　まず第一に，各サービスの特性に応じ，夜勤業務など

負担の大きな業務に対し的確に人材を確保するための評

価を行おうとするものである．すなわち，たとえば訪問

介護ではサービス提供責任者の労力への評価を，居宅介

護支援では認知症高齢者や独居高齢者にかかるケアマネ

ジメントへの評価を創設した．２４時間体制勤務である施

設サービスにおいては，夜勤体制を基準を上回って配置

している場合への評価や基準を超える手厚い看護体制へ

の評価，さらにはターミナルケアの評価を創設等するこ

ととした．

　第二に，サービス共通項目として，介護従事者の専門

性への評価・定着促進である．

　有資格者が一定割合以上いる事業所や勤続年数が一定

以上の職員が一定割合以上いる事業所，施設の場合には

常勤職員が一定割合以上いる事業所を評価して，介護従

事者のキャリアアップを推進し，定着を促進しようとす

るものである．なお，今回キャリアに着目した評価を導

入することについては，本来質の高いサービスを提供す

る事業所への適切な評価を行うべきとの議論があったが，

現時点ではそのための客観的な指標として確立したもの

はないことから，上記の評価を暫定的に用いることとさ

れた経緯がある．今後サービスの質の評価が可能と考え

られる指標について，早急に検討を進めるよう指摘され

ている．

　第三が地域区分の見直しである．介護従事者の賃金の

地域差を適切に評価するため，地域区分の上乗せ率と上

乗せ率に応じたサービス分類の見直しを行った．すなわ

ち，都市部の事業所ほど給与費が高く経営を圧迫する傾

向があり都市部における報酬単価を見直すこととしたも

のである．一方，中山間地域の小規所事業所規模の拡大

や経営の効率化が困難であり人件費割合が高くならざる

を得ないことを踏まえ，現行特別地域加算対象地域

（１５％加算）と同等の条件に該当する中山間地域につい

て別途新たな加算制度（１０％加算）を設けることとした．

②　医療と介護の連携

　介護が必要となっても住み慣れた地域で自立した生活
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を送ることができるよう医療と介護の継ぎ目のないサー

ビスを利用できるようにする観点から，主に以下の改定

を行うこととした．

・通所リハビリテーションにおいて，医療から介護に移

行しても継ぎ目なくリハビリテーションを受けられる

よう，短時間・個別のリハビリテーションの評価を新

設

・居宅介護支援において，入院時や退所時に病院等と情

報共有を行う場合の評価を新設

・特定施設について，協力医療機関等と定期的に情報提

供を行う場合の評価を新設

③　認知症ケアの充実

　認知症高齢者の増加を踏まえ，認知症ケアの質の向上

と普及を図るため，以下の改定を行うこととした．

・グループホームにおいて，地域の認知症ケアの拠点と

して，グループホームを退所する利用者への相談援助

への評価や看取りの評価を導入．

・認知症短期集中リハビリテーションの中重度者への拡

大（３施設）

・認知症高齢者等の在宅生活を支援する観点から，家族

関係が原因でＢＰＳＤが出現した場合のショートステ

イによる緊急受け入れの評価を新設

・若年性認知症患者やその家族を支援する観点から，各

サービスにおいて若年性認知症患者を受け入れ田場合

の評価を新設

・専門的なケアを普及する観点から，認知症ケアに関す

る研修を終了した者等が一定以上配置されている場合

の評価を新設

（４）

　なお，介護報酬がサービス提供の対価として事業者に支

払われる性格のものであること，事業所の経営規模や経営

状況，従事者の雇用形態や地域の労働市場など地域の状況

はさまざまであることから介護報酬の引き上げにより一律

に賃金が引き上げられるものではないが，今回の介護報酬

改定により介護従事者の処遇改善に結びつけていくことが

重要である．国としては，今回の報酬改定に加えて，雇用

管理改善に取り組む事業主への助成，効率的な経営のため

の経営モデルの作成・提示，今回の改定が従事者の処遇改

善につながっているかどうかの事後的な検証などに総合的

に取り組むことにより，事業所における処遇改善を支援し

ていくこととしている．

（５）平成２１年度介護報酬改定に関する審議報告

　昨年１２月１２日介護給付費分科会において，諮問答申を前

に，改定の考え方を整理した「平成２１年度介護報酬改定に

関する審議報告」がまとめられた．

　その中で「今後の方向性」として，次期報酬改定に向け

て，介護保険制度の持続可能性という視点とともに，サー

ビス供給体制の計画的整備，介護人材の計画的要請・確保，

医療と介護の連携・機能分担，低所得者対策のあり方，報

酬体系の簡素化など，介護サービスのあるべき方向性を踏

まえ，検討を行うことが必要と指摘されている．

　また，具体的な検討項目として，介護報酬改定の事後検

藤原朋子
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証やサービスの質の評価にかかる指標の検討，前回改正で

新設された地域密着サービスなどの評価などが掲げられて

いる．認知症について，医学の成果と現場の知見を結集し

て認知症高齢者へのサービスがより一層適切かつ十分行わ

れるよう研究・検討を迅速化し，それを介護サービスに応

用する施策の充実を図ることが求められている．

　さらに，今後の介護報酬改定については，現行サービス

種別の枠を超え，望ましい地域包括ケアシステムの構築と

いう観点から検討されるべきとしている．

　要介護高齢者が自身の尊厳を保持しながら，その有する

能力に応じて自立した日常生活を営むことのできる環境整

備を進めるためには，介護保険によるサービスのにならず，

医療サービスやインフォーマルなサービスを含めた保険外

のサービスを適切に組み合わせて利用できる体制づくりが

必要である．

　高齢者や介護者を地域で支えていくためには，住民に

もっとも身近な自治体・地域で地域包括支援センターやケ

アマネジャーなどがキーパーソンとなり，介護保険サービ

ス担当者の枠を超え，民政委員，ＮＰＯ，自治会，ボラン

ティア，近隣住民など地域の人材を巻き込んだネットワー

クを構築していくことが急務である．

Ⅴ．最近の動き

（１）平成２１年度補正予算「経済危機対策」

　１００年に１度ともいわれる厳しい経済危機を克服するた

め，本年４月１０日に政府・与党は「経済危機対策」（図７）

をとりまとめた．介護分野では，①介護職員の処遇改善を

さらに推進するため，「介護職員処遇改善交付金（仮称）」

を交付すること，②介護施設や地域の介護拠点の整備への

助成及び融資の拡充，③介護職員の外部研修派遣の場合の

代替職員雇用への助成，④離職者を対象とする社会福祉施

設等における職業訓練，⑤地域相談体制を強化するため，

地域包括支援センタ－への職員配置助成に取り組み，介護

機能の強化とともに，約３０万人の雇用創出を目指すことと

している．

（２）「高齢者の居住の安定確保に関する法律」の一部改正

　高齢化の進展や要介護高齢者の増に伴い，高齢者が安心

して暮らし続けることのできる住まいの確保は介護サービ

スの充実とともに重要な課題である．しかしながら高齢者

が居住する住宅のバリアフリー化が立ち遅れ，福祉サービ

スとの連携が不足し，ケア付き住宅が不足するなど，住宅

にかかる高齢者対応が十分とは言えないのが現状である．

こうした状況を踏まえ，今般，「高齢者の居住の安定確保

に関する法律」の一部改正案が今国会に提出され成立した．

この法案は，これまで国土交通省が単独で策定していた基

本方針を厚生労働省と連携して策定することとし，高齢者

向け賃貸住宅や有料老人ホームを計画的に整備しようとす

るものである．今後，都市部での高齢者の急増が予想され

る中，欧米諸国に比べて整備が遅れている高齢者の多様な

住まいの確保が重要な課題となっている．

Ⅵ．今後の高齢者ケアの課題

　以上，最近の介護をめぐる動きとして，介護報酬改定と

図７
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経済対策等の動きについて説明したが，３年後の第五期事

業計画においては，診療報酬と介護報酬の同時改定が予定

されている．審議会の審議報告を前述したように，今後，

介護保険サービス，医療保険サービス，さらに介護保険外

のサービスが重層的に組み合わされてサービスが提供でき

る「地域包括ケア」に向けての体制づくりが重要である．

そのためには，①地域の実情に応じた各サービスの計画的

な整備や多様な住まいの確保②介護従事者の処遇改善と安

定的な確保，③専門職種間の連携と役割分担の見直し，④

地域における地域包括支援センターを中核としたネット

ワークの構築，⑤サービスの質の評価の検討など多角的な

検討を進めていかなければならないものと考えている．

藤原朋子


